
                 

  

 

 

  

 

 

公立保育所 

私立保育所 

認定 
こども園 

私立幼稚園 

公立幼稚園 

保育料 
世帯の所得税額等に

応じて認定 

（平成 26 年分） 

保育料 
世帯の所得税額等に

応じて認定 

（平成 26 年分） 

 
 

市一般財源 

(交付税措置あり)  

保育料 
世帯の市民税額に応じて認定 

4・5 月分（平成 26 年度分） 

6～3 月分（平成 27 年度分） 

市一般財源 

(交付税措置あり) 

市一般財源 

(交付税措置あり) 

市一般財源 

(交付税措置あり) 

国 
1/2  

市 
1/2 

(交付税 

措置あり) 

 

①入園料 2,000 円 
②授業料 5,600 円 
※但し市民税（平成 27 年

度分）に基づき減免制度（3

階層）あり 減免額総額１

/３が就園奨励費補助あり 

国

1/2  

市
1/４
(交付

税措置

あり) 

 

県

1/４ 

保育料 
世帯の市民税額に応じて認定 

4・5 月分（平成 26 年度分） 

6～3 月分（平成 27 年度分） 

 

仮に H27 が現行制度のままの場合 H27 新制度移行の場合 

国 
県基準額
の 1/2  

県 
県基準額
の 1/2  

国 

1/

２ 

利用者負担額  
25,700 円を限度 
（①入園料、②授業料） 

世帯の市民税額に応じて認定 

4・5 月分（平成 26 年度分） 

6～3 月分（平成 27 年度分） 

市 
独自基
準で補
助あり 

①入園料 園独自 
②授業料 園独自 
 ※但し市民税（平成 27

年度分）に基づき減免制度

（5階層）あり 減免額総

額１/３が補助あり 

 県私学助成 

利用者負担額 
（①入園料、②授業料） 

世帯の市民税額に応じて認定 

4・5 月分（平成 26 年度分） 

6～3 月分（平成 27 年度分） 

 

県 

1/

2 
 

市 

1/

2 
 

県 

1/

４ 

市 

1/

４ 
地方単独 
費用分 

（検討中） 
全国統一費用 

費用分 

児童保護費 
国庫負担金 

国 

1/3 

市 

2/3 

市 

2/3 

国 

1/3 

国 
1/2  

市 
1/2 

(交付税 

措置あり) 

 

保育料 
世帯の所得税額に応

じて認定（平成 26年分） 

国 
県基準額
の 1/2  

県 
県基準額
の 1/2  

市 
独自基
準で補
助あり 

児童保護費 
国庫負担金 

県私学助成 

①入園料 園独自 
②授業料 園独自 
 ※但し市民税（平成 27 年度
分）に基づき減免制度（6階層）
あり 減免額総額１/３が補助
あり 

国 

1/3 

市 

2/3 

保育所 
部分 
（３号） 

幼稚園
部分 
（１号） 

 

国

1/2  

県

1/４ 

市

1/４ 

保育料 
世帯の市民税額に応じて認定 
4・5 月分（平成 26 年度分） 
6～3 月分（平成 27 年度分） 

 

県 

1/2 

市 

1/2 

国 

1/

２ 

県 

1/

４ 

市 

1/

４ 

利用者負担額 
（①入園料、②授業料） 
4・5 月分（平成 26 年度分） 
6～3 月分（平成 27 年度分） 

  は市が設定するもの 
   は移行しない場合もあるもの 

私立保育所、
幼稚園と同 

全国統一費用 
費用分 

地方単独 
費用分 

どう変わる？ 本市における新制度公定価格設定に伴う比較 
（施設型給付費版） 

減免 

減免 

就園奨励

費補助 

就園奨励

費補助 

減免 

（本市は私立のみ） 

(注) 

(注)私立幼稚園は移
行しないことができる 

【年分、年度分の違い】 
●平成26年度分＝平成25年分所得 
●平成27年度分＝平成26年分所得 
 
※所得税は「年分」 
 市民税は「年度分」で表記する 

資料５ 


